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要旨 ME技術による自動化の進展は、職務の高度化と複合化をもたらし、より高度な技術的知識・能力を技能労働者に要求し、技能労働者の

「テクニシャン」化を進めると考えられる。そこで、生産技術の変化、技能労働者の職務の変化や技能労働者（特にテクニシャン層）の能

力開発の動向などに関する調査を行い、以下の点を明らかにした。1）この5年間で何らかの新技術を導入した事業所は約8割にのぼり、

そのほとんどが新技術の導入による技能の変化を認めている。2）自動化システムの導入による問題点は、品質や精度の低下といった

技術的な面より、自動化システムを稼働させる人材や十分なメンテナンス能力の不足などの人的な面の方が大きい。3）この5年間で技

能労働者に必要になった能力は、プログラム条件設定などのソフト能力や機械設備のメンテナンス・改善の能力である。4）一般技能者

の職務として、機器操作などの従来の職務に加え、品質管理やプログラミングなどの知的要素が重要になっている。5）技能労働者の職

務には複合化がみられ、事業所側も技能労働者を多能工化することにかなり積極的になってきている。6）事業所側では、今後、全従業

員に占めるテクニシャンの割合を増加させる方向で考えており、新卒への期待とともに現状の一般技能者層のテクニシャン化を望み、こ

のためにOFF－JTが重要であるとしている。

目次 第1部　調査結果の概要

　1　調査の目的と方法

　2　調査結果の要約

第2部　調査結果の分析（製造業編）

第1章　新技術に伴う現場技能の変化の実態

　1　新技術の導入と現場技術の変化

　　（1）生産現場への新技術の導入

　　（2）新技術の導入に伴う現場技能の変化

　　（3）新技術の導入と現場技能の変化

　2　「自動化システム」の導入

　　（1）「自動化システム」の導入状況

　　（2）導入された「自動化システム」の種類

　　（3）「自動化システム」の導入に伴う問題点

　3　技能者に必要な能力

　　（1）技能者に必要な能力の変化

　　（2）「基本技能」の必要性

　　（3）「基本技能」の伝承

第2章 技術革新の進展による従業員の職務内容の変化
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第2章　技術革新の進展による従業員の職務内容の変化

　1　従業員の職務内容

　　（1）従業員層別にみた職務内容

　　（2）事業所規模と職務分担の特徴

　　（3）担当職務の範囲と「多能工化」

　2　一般技能者の仕事内容の重要度の変化

　　（1）業種全般の傾向

　　（2）業種別の傾向

　　（3）事業所規模と仕事内容の重要度の変化の特徴

　　（4）仕事内容の重要度変化と「多能工化」

　3　「多能工化」推進に関する事業所側の姿勢

　　（1）「多能工化」推進に関する事業所側の姿勢

　　（2）「多能工化」のねらい

　　（3）多能工の形態

　　（4）多能工の形態の特性

　　（5）分業化（「多能工化」）

第3章　テクニシャンの現状と今後の動向

　1　テクニシャンの実情

　　（1）テクニシャンの有無

　　（2）業種別の傾向

　　（3）事業所規模別の傾向

　　（4）新技術の導入状況別の傾向

　2　テクニシャンの名称と主な職務

　3　テクニシャンの割合

　　（1）現状と今後

　　（2）業種別の傾向

　　（3）事業所規模別の傾向

　4　テクニシャンの存在と意義

　　（1）存在と意義

　　（2）業種別の傾向

　　（3）事業所規模別の傾向

　　（4）新技術の導入状況別の傾向

第4章　テクニシャンの養成

　1　テクニシャンの養成経路と教育訓練

　　（1）テクニシャンの養成経路

　　（2）テクニシャンの養成に必要な教育訓練とその効果

　2　テクニシャンの供給源の重要性

　　（1）現在のテクニシャンの供給源の重要性

　　（2）5、6年後のテクニシャンの供給源の重要性

　3　テクニシャンの養成と新規養成機関

　　（1）テクニシャンの養成と公共職業訓練短期大学校

　　（2）テクニシャンの養成と企業内職業訓練短期大学校

＜付論＞集計対象事業所の概要

付属資料（調査表）

問い合わせ先 独立行政法人　労働政策研究・研修機構

労働図書館所

蔵・非所蔵の別

所蔵

研究する上で実施した検査

調査の有無 実施した

調査方法 アンケート調査

調査対象等 「全国事業所名鑑」（総務庁、昭和63年度版）に基づいて調査対象事業所を無作為に抽出／対象業種を金属製品製造業、一般機械器

具製造業、電気機械器具製造業、輸送用機械器具製造業、精密機械器具製造業としその数を各業種ごとに600事業所、合計3,000事業

所

調査開始 1991年03月



調査終了 1991年03月

調査事項 新技術に伴う現場技能の変化の実態／技術革新の進展による従業員の職務内容の変化／テクニシャンの現状と今後の動向／テクニ

シャンの養成

情報入手方法 アンケート以外
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